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経営方針

経営⽅針・⻑期ビジョン 2

地域･社会の抱える課題に、ソリューションを提供することを事業とし、
イオンモールが、地域コミュニティの中核施設・社会的インフラの地位を確⽴

イオンモールのめざす姿

Life Design Developerの
経営理念のもと、企業市⺠として、
持続可能な社会の実現に向けて、
地域・社会に貢献・活性化する取り組みを
「ハートフル・サステナブル」としました。
当社だけでなく、お客さま、地域社会、
パートナー企業さま、株主・投資家さまとともに、
より良い社会をめざします。
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マテリアリティへの対応

経営⽅針・⻑期ビジョン



◆⻑期ビジョン（2021年4月8⽇変更）

＜定性目標＞

＜定量⽬標＞

※コロナ禍により逸失した利益成⻑1年分を鑑みて、1年後ろ倒しの
2026年度に連結営業利益1,000億円超をめざす。

※2025年度時点で、70モール体制となるパイプラインを確保し、
2028年度に70モール体制とする。

2020年度における新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により、利益成⻑１年分を逸失したこと、
また、特に海外において新規物件地の交渉や街づくりに遅れが⽣じたことを踏まえ、以下の内容に変更。

①国内モール単⼀での利益創出ではなく、複数の事業からなるポートフォリオの構築をめざす。

②イオンモール連結営業利益900億円超、グローバル商業ディベロッパートップクラスの水準をめざす。

③国内モールは増床・リニューアルを積極的に⾏い、各エリアで圧倒的な地域№1モールへの進化を図る。

④海外の成⻑マーケットを獲得し、海外事業は50モール体制、営業利益270億円（利益率25％）をめざす。

2025年にめざす姿

⻑期ビジョン
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営業収益 3,241 億円 4,040 億円 4,900 億円

営業利益 607 億円 ※利益率18.8％ 555 億円 ※利益率13.7％ 900 億円 ※利益率18.4％

国内モール事業 526 億円  (86.6%) 470 億円 (84.7%) 618 億円 (68.7%)

海外事業 83 億円  (13.7%) 100 億円 (18.0%) 270 億円 (30.0%)

都市型ショッピングセンター事業 ▲ 2 億円 (▲0.3%) ▲ 15 億円 (▲2.7%) 12 億円   (1.3%)

EPS成⻑率 － ▲12.4 ％ 7 ％以上

純有利⼦負債EBITDA倍率 4.7 倍 6.1 倍 4.5 倍以内

ROIC 4.3 ％ 3.2 ％ 5 ％以上

2025年度

損益計画

セグメント別
（営業利益）

経営指標

 2020-2022年度中期計画
 2025年にめざす姿

2019年度
実績

2022年度
※中期3ヵ年計画

営業収益 3,241 億円 3,600 億円 4,400 億円

営業利益 607 億円 ※利益率18.8％ 680 億円 ※利益率18.9％ 900 億円 ※利益率20.5％

国内モール事業 526 億円  (86.6%) 527 億円 (77.5%) 618 億円 (68.7%)

海外事業 83 億円  (13.7%) 145 億円 (21.3%) 270 億円 (30.0%)

都市型ショッピングセンター事業 ▲ 2 億円 (▲0.3%) 8 億円   (1.2%) 12 億円   (1.3%)

EPS成⻑率 － 5.0 ％ 7 ％以上

純有利⼦負債EBITDA倍率 4.7 倍 5.0 倍以内 4.5 倍以内

ROIC 4.3 ％ 4 ％以上 5 ％以上

2025年度

損益計画

セグメント別
（営業利益）

経営指標

 2020-2022年度中期計画
 2025年にめざす姿

2019年度
実績

2022年度
※中期3ヵ年計画

中⻑期定量⽬標

※2019〜2025年度までの年率成⻑率

※2019〜2025年度までの年率成⻑率

（2021年4月8日時点）
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目標とする経営指標

■経営指標

項目 分類 目標値

⾃⼰資本⽐率 安全性指標 30％以上

ネット・デット・エクイティ・レシオ 安全性指標 1倍程度

ROIC (投下資本利益率) 効率性指標 6％以上

項目 分類 目標値 (2025年度時点)

EPS (1株当たり利益)成⻑率 成⻑性指標 年率7％

純有利⼦負債EBITDA倍率 安全性指標 4.5倍以内

ROIC (投下資本利益率) 効率性指標 5％以上

※EPS︓親会社株主に帰属する当期純利益÷期中平均株式数
純有利⼦負債EBITDA倍率︓（有利⼦負債ー現⾦及び現⾦同等物の期末残⾼）÷（営業利益＋キャッシュ・フロー計算書上の減価償却費）
投下資本利益率︓営業利益×（1－実効税率）÷（期⾸・期末平均⾃⼰資本＋期⾸・期末平均有利⼦負債）

2019年度末

28.5％

1.5倍

4.3％

2019年度末 2020年度末 2021年度末

2.1％ － ▲25.0%

4.7倍 6.2倍 6.6倍

4.3％ 2.2％ 2.4％

2019年度よりIFRS第16号が適用となったこと、また、将来にわたるキャッシュ・フローの最大化および企業価値向上を目的として、
以下を目標とする経営指標（2025年度⽬標）としています。

（参考）従来の経営指標

※⾃⼰資本⽐率︓⾃⼰資本／総資産
ネット・デット・エクイティ・レシオ︓（有利⼦負債－現預⾦）／⾃⼰資本

2019年度末

31.5％

1.2倍

4.9％

IFRS第16号
影響額控除後

（2019〜2025年度の年率成⻑率） （前期比）

※2020年度のEPS成⻑率は、2020年度の1株当たり当期純利益が
損失であるため算出していません。
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株主還元

(円)

利益成⻑による増配
2025年にめざす姿の実現に向け、
年率7％でのEPS成⻑を⽬標に設定

配当性向の引き上げ
海外事業が利益拡⼤ステージとなり、
持続的成⻑が⾒込まれることから、
2021年度より連結配当性向を
30％以上に引き上げ

＋

(円)

(計画)

経営⽅針・⻑期ビジョン

(右軸)(左軸)(左軸)

7



中期3カ年経営計画
（2022年度連結数値計画）
中期3カ年経営計画
（2022年度連結数値計画）
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中期3ヵ年経営計画

①海外における⾼い利益成⻑の実現
②国内における安定的成⻑の実現
③成⻑を⽀えるファイナンスミックスの推進とガバナンス体制強化
④ESG経営の推進

■中期3ヵ年成⻑施策

１.海外事業の利益成⻑の実現と新規出店の加速
２.ＣＸの創造によるリアルモールの魅⼒の最⼤化
３.次世代モールの構築と都市型ＳＣ事業の推進
４.ＤＸの推進
５.中期戦略の推進とＥＳＧ視点に基づく改⾰の加速

上記成⻑施策の推進において以下の経営課題およびめざす姿を策定

9中期3カ年経営計画（2022年度連結数値計画）
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中期3カ年経営計画（2022年度連結数値計画）

第7波の影響による来店客数の若⼲
の低下は予測されるものの、日本も
経済・社会活動を正常化させていく
流れの中、⼤規模な景気回復策が実
施される前提のもと、上期中にかけ
ては景気は緩やかに改善し、下期に
は2019年度並みの売上⽔準に戻る
と⾒込んでいます。

新型コロナウイルス感染症の拡大は
続きながらも、ウィズコロナ下での
経済活動優先の政策がとられるとの
前提のもと、通期での売上トレンド
は2019年度対⽐で２桁成⻑の売上
トレンドで推移すると仮定していま
す。

1⽉以降、全⼟でオミクロン株によ
る感染が拡大し、1Qは厳しいスター
ト。今後、政府は共産党大会に向け
大規模な景気対策を強化していくと
⾒通し、下期以降、2019年度対⽐
で2桁成⻑のトレンドに回復してい
くと予測。

上期

上期

上期 下期

下期

下期

2022年度業績計画における売上前提



2022年度（2023年2月期）連結数値計画

■業績計画

■セグメント別営業利益計画
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（単位︓百万円）

2022年度 2021年度 2020年度 2019年度
計画 前期比 2019年度⽐ 実績 実績 実績

営業収益 404,000 127.5% 124.6% 316,813 280,688 324,138

営業利益 55,500 145.2% 91.3% 38,228 34,394 60,794

経常利益 45,500 139.8% 81.1% 32,540 28,437 56,117
親会社株主に帰属する
当期純利益

23,000 119.3% 67.2% 19,278 ▲ 1,864 34,239
※2023年２⽉期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用するため、上記の連結業績予想は当該基準に基づいた予想となります。
当該基準の適用により営業収益が大きく影響を受け、当該基準適用前で試算した場合、営業収益は前期比113.3％の⾒通しとなります。営業利益、経常利益、
親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、基準適⽤前後での影響はございません。

中期3カ年経営計画（2022年度連結数値計画）

※

（単位︓百万円）

2022年度 2021年度 2020年度 2019年度
計画 前期比 2019年度⽐ 実績 実績 実績

中国 7,500 107.7% 133.4% 6,958 2,296 5,622
アセアン 2,500 +3,201 93.1% ▲ 701 1,474 2,686

海外計 10,000 159.8% 120.4% 6,257 3,771 8,308
モール 47,000 140.3% 89.2% 33,499 31,845 52,664
都市型SC ▲ 1,500 +53 ▲ 1,297 ▲ 1,553 ▲ 1,247 ▲ 203

国内計 45,500 142.4% 86.7% 31,945 30,597 52,460
連結調整 － ▲ 25 ▲ 25 25 25 25
合計 55,500 145.2% 91.3% 38,228 34,394 60,794



中期３ヵ年 出店・活性化計画

2020年度 2021年度 2022年度 3ヵ年計 2020年度 2021年度 2022年度 3ヵ年計

海外新店 3 2 4 9 2 2 1 5
中国 0 1 0 1 0 1 0 1
アセアン 3 1 4 8 2 1 1 4

国内新店 2 3 4 9 1 4 2 7
モール 2 3 4 9 1 4 2 7
都市型SC 0 0 0 0 0 0 0 0

国内増床 2 2 4 8 2 2 4 8

■出店・活性化計画
新型コロナウイルス感染症拡大により、土地所有者との交渉や、
特に海外における街づくりの遅れにより、2021年4月8日に
中期３ヵ年の出店計画を海外（▲４）、国内（▲２）とも
後ろ倒しに変更しました。
中⻑期的なパイプライン確保については変更ありません。

当初計画
2020年4月9日時点

変更後
2021年4月8日時点
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中国 オープン 総賃貸面積 駐⾞台数 専門店数

イオンモール広州新塘 2021年5⽉ 76,000 ㎡ 4,600 台 220 店舗

(仮称) イオンモール武漢江夏 2023年度 未公表 約 4,000台 未公表

(仮称) イオンモール⻑沙茶塘 2024年度 未公表 約 3,300台 未公表

(仮称) イオンモール杭州銭塘新区 2024年度 未公表 約 2,500台 未公表

ベトナム オープン 総賃貸面積 駐⾞台数 専門店数

イオンモール ハイフォンレチャン 2020年12⽉14⽇ 70,000 ㎡
⾞   1,700 台

バイク  7,000 台
190 店舗

(仮称) イオンモール ホアンマイ 2023年度以降 約 84,000 ㎡
（オフィス含む）

約 3,000 台
(⾞換算）

約 200 店舗

インドネシア オープン 総賃貸面積 駐⾞台数 専門店数

イオンモール セントゥールシティ 2020年10⽉28⽇ 70,000 ㎡ ⾞    3,000 台 270 店舗

イオンモール タンジュンバラット 2021年11⽉18⽇ 40,000 ㎡ ⾞    1,500 台 180 店舗

(仮称) イオンモール デルタマス 2024年上期 約 85,000 ㎡ 約 4,000 台 未公表

カンボジア オープン 総賃貸面積 駐⾞台数 専門店数

イオンモール ミエンチェイ 2022年度 約 98,000 ㎡ 約 4,000 台 約 250 店舗

ミャンマー オープン 総賃貸面積 駐⾞台数 専門店数

(仮称) イオンモール ダゴンセイカン 2023年度以降 約 69,000 ㎡ 未公表 約 200 店舗

中期3カ年経営計画（2022年度連結数値計画）

日本 オープン 総賃貸面積 駐⾞台数 専門店数

イオンモール上尾 2020年12⽉4⽇ 34,000 ㎡ 1,800 台 120 店舗

イオンモール新利府 南館 2021年3⽉5⽇ 69,000 ㎡ 3,800 台 170 店舗

イオンモール川口 2021年6⽉8⽇ 59,000 ㎡ 2,800 台 150 店舗

イオンモール白山 2021年7⽉19⽇ 74,000 ㎡ 3,800 台 200 店舗

イオンモールNagoya Noritake Garden 2021年10⽉27⽇
（商業）   37,000 ㎡
（オフィス） 22,000 ㎡

2,100 台 150 店舗

THE OUTLETS KITAKYUSHU 2022年4⽉ 約 48,000 ㎡ 約 4,500 台 170 店舗

 イオンモール土岐 2022年秋 未公表 約 3,950 台 約 150 店舗

(仮称) 平塚プロジェクト 2023年春 約 33,000 ㎡ 約 3,300 台 未公表

(仮称) イオンモール豊川 2023年春 未公表 約 3,000 台 約 200 店舗

(仮称) イオンモール横浜⻄⼝ 2023年秋 約 20,000 ㎡ 未公表 未公表

(仮称) 自由が丘二丁目計画 2023年秋 約 5,000 ㎡ 未公表 未公表

(仮称) イオンモール須坂 2024年春 未公表 未公表 未公表

(仮称) イオンモール北福島 2024年以降 未公表 未公表 未公表

(仮称) ⼋王⼦インターチェンジ北
 (第1期) 2025年春
 (第2期) 2026年

未公表 未公表 未公表



イオンモール土岐
2022年秋 開業

THE OUTLETS KITAKYUSHU
2022年4月 開業

2020年 2021年 2022年
・上尾

・ハイフォンレチャン（ベトナム）
・セントゥールシティ
（インドネシア）

・新利府 南館
・川口
・白山
・Nagoya Noritake Garden

・広州新塘（中国）
・タンジュンバラット
（インドネシア）

・THE OUTLETS KITAKYUSHU 
・土岐

・ミエンチェイ（カンボジア）

中期3ヵ年経営計画（2020〜2022年）の新店計画
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2022年度 出店計画

中期3カ年経営計画（2022年度連結数値計画）

国
内

海
外

イオンモール ミエンチェイ
2022年度 開業



中期３ヵ年 設備投資計画・資⾦調達計画

※設備投資計画は開発型リースおよびREIT活用の数値を加味したNET数値。
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3カ年合計
2020実績 2021実績 2022計画

国内 420 750 600 1,770
新規 140 450 350 940
活性化 270 300 230 800
都市型SC 10 0 20 30

海外 180 450 600 1,230
中国 30 200 50 280
アセアン 150 250 550 950

合計 600 1,200 1,200 3,000

3カ年合計

国内 1,770
新規 990
活性化 710
都市型SC 70

海外 1,730
中国 330
アセアン 1,400

合計 3,500

■設備投資計画

■資⾦調達計画 （2021年4月8日時点）

（2021年4月8日時点）

3カ年合計

設備投資 3,500
その他 750

支出計 4,250
営業CF 2,700
⼿元資⾦活⽤ 650
有利⼦負債 900

調達計 4,250

3カ年合計
2020実績 2021実績 2022計画

設備投資 600 1,200 1,200 3,000
その他 350 100 350 800

支出計 950 1,300 1,550 3,800
営業CF 600 600 1,000 2,200
⼿元資⾦活⽤ 0 350 150 500
有利⼦負債 350 350 400 1,100

調達計 950 1,300 1,550 3,800

（単位︓億円）

（単位︓億円）

中期3カ年経営計画（2022年度連結数値計画）



本資料に記載されている内容及び業績⾒通し等の
将来に関する記述は、当社が現在入手している情
報及び合理的であると判断する⼀定の前提に基づ
いており、その達成を当社として約束する趣旨の
ものではありません。また、実際の業績は様々な
要因により⼤きく異なる可能性があります。
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